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本稿の目的は、支援の中にある当事者やそれに深く関係するニーズについて捉え、支援と当
事者性について考察することである。個別ニーズの存在をもとに支援を行うことは支援－被支
援関係で一般的であるが、その「個別ニーズ視点」におけるニーズは支援者も強くかかわるも
のであり、被支援者にのみ存在するのではなく、また被支援者の「主体性」「強さ」を規定し
てきたのは支援者である。一方、「当事者主権」が示す自己決定権に裏打ちされた権利主体と
しての当事者は「ニーズの帰属する主体」であり、「承認ニーズ」は本人を基点として認めら
れたニーズである。支援－被支援の協働においても双方向的に関係はあり、支援－被支援にお
けるラポールの形成・相互理解はニーズを把握する上で重要である。意思決定にかかる支援に
おいて支援者は決定に参画することに共生の形が見出される。支援－被支援関係は相互に欠く
べからざる関係として展開されること、その中でこそ当事者の意思・ニーズを確認し尊重して
いくことができること、それは権利擁護や共に生きていく土壌を拓くものである。
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１．はじめに
　厚生労働省が 2012 年度まで 3 年間展開してきた
「パーソナル・サポート・モデル事業」（内閣府と厚労
省社会・援護局の所管）により、「伴走型」「寄り添い
型」と言われる、要支援者に対して手厚くかかわる支
援の形が明らかにされてきた。この実践はまったく新
しいものとして登場したのではなく、生活困窮者、と
りわけ野宿者の支援のフロントラインで積み上げられ
てきたものであり、ようやくその必要性に光が当てら
れた感がある。ソーシャルワークではいわば当然とい
えるアプローチやかかわりであるが、内実、なかなか
思うようには展開できなかったものが、厚生労働省の
事業化を通して標準化を図られたともいえるかもしれ
ない。
　しかしながらその一方で、なお問われ続ける課題と
して、支援者と被支援者の関係のあり方、特に支援者
から見た被支援者の当事者性とは何かということがあ
る。社会学において、支援と被支援の関係では「多く
の場合、支援とは二項関係で完結するものではなく、
支援者を支援する人、さらにその人を支援する人」、
と連鎖的につながっていかざるをえず、また「支援者
は支援する関係に入ると同時に、潜在的には支援され
る関係にも入っている」（星加、2012 年）という捉
え方まで示されていることを考えると、繰り返し支援
とは何か、当事者とは誰かを、実践を伴う現場の状況
をくみ取りながら検討していくことが求められている
ように思われる。
　本稿もまたその一つとしてそれらの問いと考察の積
み上げの布石とするべく、支援と当事者性について考
察するものである。
２．支援の様相－支援者から見た「当事者性」
　「当事者」という言葉はもともと民事裁判等で使用
されてきた法律用語で、事件等の直接の関係者を指す
ものであるが、福祉分野、特に障がい者福祉において
は、「障害者に対するパターナリズム、管理主義、専
門家主導主義」に抗するための主体としての意味が含
まれている。この主体的な存在として位置付ける「当
事者」を支援することは、「（本人が）自らのニーズに
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気づき、それを充実させるための前向きな活動や暮ら
し方を取り戻そうとする」ところに関わっていくこと
である。ソーシャルワークは、その営み・経験が「当
事者を越えて、市民社会へとゆっくりと還元されてい
くプロセスにかかわる実践」と位置付けられる（向谷
地、2012 年）。
　ニーズのある人を対象化しその人にとって必要な支
援を考える、「個別ニーズの存在を前提として支援を
構築」する視点を、「個別ニーズ視点」とする捉え方
がある（三井、2011 年）。一般的な支援－被支援関
係の場面を想像すればほとんど自明のこととして理解
できる視点である。しかしながら、この個別ニーズを
前提とすることが当たり前である場合に、「ニーズな
るもの」を有するのは支援する者なのか支援を受ける
者なのか、という問いが生じる。上にみた「自らのニー
ズへの気づき」は当事者が自らを「障がいのある人に
なる」ことを意味するが、そのニーズを満たすために
は具体的な支援を求め、取得しなければならない。つ
まりニーズは常に支援－被支援のつながりがあるから
こそ実質的な満たすべき課題となり、それぞれが関与
しながら解決に向かうという意味で、両者は欠かすこ
とのできないものである。支援者は必要とされるゆえ
に支援者たりうるのであり、一概に被支援者の側だけ
にニーズがあるとは言えない。
　そのような密な関係性は直接援助の中に、より鮮
明に見出されるかもしれない。「ケアとは複数のアク
ター、ケアの与え手と受け手の間に生起する相互行為」
ととらえる考え方が示されている（上野、2012 年）。
従来の援助者からの一方的な行為としての支援ではな
く、相互関係として支援―被支援を捉えることは脱構
築的であり、関係の捉え直しと言える。
　また、支援－被支援の関係が形成される当初には、
被支援者からの求めが顕著であり、ニーズが非支援者
側にあることがまず明らかであるとしても、支援が
ルーチン化、形式化されると、互いの関係性、特に依
存する関係性は一方向でなくなるということがある。
つまり相互依存が生じてくる中に「個別ニーズを前提」
とすることの再考の必要が見えてくる。構築され常態
化した関係性の中に埋没するために、かえって関係性
が見えづらくなるという指摘である。この種の問いは、
支援において既に広く用いられている、問題解決する
のは本人でありその力を引き出していくストレングス
視点でも繰り返される。
　「個別ニーズ視点」のもとでも、支援を必要とする
人の「主体性」や「強さ」を強調することが一般的で
ある。それは、支援するもののあり方として、支援の
対象者がどのようにあるのかを理解し、対象者の中に
ある「強み」を見出し、そしてその力を引き出しなが
ら、問題を本人自ら解決していくことを側面的に支援
することを意味する。ここでは対象者が有する「主体
性」や「強さ」からなる当事者性の把握は支援者に任
されており、支援者がとらえた対象者の「強み」である。
すなわち、支援者がそれらを規定しているということ
ができる（田嶋、2012 年）。支援―被支援の関係は、
通常一回性で築かれるものではなく、かかわりが深ま
る中でなされる対象者理解が伴っているはずであるか
ら、認められた「強み」が誤認であったり不安定にぶ
れたりすることはほとんどない。しかしながら、そも
そも「当事者不在で決定をするな（Nothing about us 
without us）」という訴えが語る、必ず当事者がみえ
るような状況の必要と向き合った時、当たり前になり
すぎた支援－被支援の関係性、支援者が決める被支援
者のニーズや意思（当事者性）を問い直す必要がある
のではないのかということも議論の余地としてある。
　このように、支援－被支援関係の中で見えてくる「当
事者性」は多様であり、一通りに捉えにくいものであ
る。当事者について考えることはニーズについて考え
ることであり、ニーズの捉え方が関心として浮上する。
３．ニーズをとらえること
　上野千鶴子らが確立してきた「当事者主権（individ-
ual autonomy）」の概念は、「社会的弱者に『当事者能力』
が奪われてきたことを前提に、それらの人々の『自己
決定権』を主張するために」「何より社会的弱者を権
利の主体として定位するために」作られたものである
（上野、2011 年）。この「自己決定権」は権利の主体
として「当事者」を位置づけるが、権利とは「自己の
ニーズを充足されるべき権利」であり、当事者は「ニー
ズの帰属する主体」である。
　この「ニーズの帰属する主体」という表現から明ら
かなように、ニーズが当事者を規定するうえで鍵を
握っている以上、ニーズとは何かが問われ、そこにま
た「自己決定権」のあり様もかかわってくるといえる。
　図 1 が示すように、当事者とそれ以外の第三者か
ら見たニーズを 4 つに分けて考えてみることができ
る。ニーズの類型ではブラッドショウによるものが既
にあり、その中の客観的ニーズである「規範的ニーズ」
を最重要視することは当事者自身のニーズ把握とその
表出よりも望ましい基準と対比して必要を認める「社
会的決定性」を優先させているということである。そ
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れとは異なり、「当事者主権」の観点から本人から発
せられるニーズをどう理解するかが、図１では示され
ている。
　このうち支援－被支援関係が良好に運ぶ場合を考え
れば、右上の「承認ニーズ」である。なぜなら、本人
によって示されたニーズが、本人以外によって理解さ
れ認められ、社会的に満たされるべき場合にあたるか
らであり、また本人の自己決定が可能な状況にあるか
らである。本人を基点として周囲に認められたニーズ
ともいえる。
　「要求ニーズ」は本人には既にニーズとして明らか
になっている（ブラッドショウの「感得ニーズ」「表
出ニーズ」）が、第三者にはニーズと未だみなされない、
すなわち社会的な承認を得られない場合である。逆に、
「庇護ニーズ」は本人以外にはニーズと認められる場
合で「第三者の権力上の優位性」が示されている。こ
れらは、いずれも本人（当事者）とそれ以外（第三者）
との間にニーズ認識に関してズレが生じている場合で
あるから、「承認ニーズ」に移行していくことが求め
られているが、「要求ニーズ」からの移行には規範的
なニーズの社会的な受け止め（基準）に変化が必要で
ある。
　規範的なニーズは客観基準であるが、それを変えて
いくことは簡単ではない。それを可能にするとすれば
それは当事者からの訴えである。たとえば障がい者自
立生活運動がそれにあたるものといえ、当事者の訴え
を如何にくみ取れるかが要といえる。支援者を含め、
周囲の手厚いサポートが当事者ニーズを社会化に導く
ものといえよう。
 
図 1　ニーズの四類型（上野、2011 年、p71）
４．協働過程とエンパワメント
　当事者のニーズを「承認ニーズ」にしていくプロセ
スでの支援－被支援関係には「協働」が含まれている。
「協働」とは利害関係が一致している者が目的を共有
しながらその達成に向けて努力していくことを意味す
る。当事者から発せられたニーズを支援者は的確に受
け取らねばならない。それは支援者のスキルの問題で
あるが、同時に被支援者の積極的なかかわりの程度に
も左右される。「協同（ママ）的実証主義」（collaborative 
empiricism）のように、支援者と被支援者が「協働し
て問題解決に向けた作業に当たる」関係の構築はソー
シャルワークによる「人と環境」の捉え方に「クライ
エントの内的環境と外的環境の相互性」という視点を
加えたものである（向谷地、2,012 年）。これにより、
支援者は被支援者にとって外的環境の一部であると同
時に、被支援者は支援者にとっての外的環境の一部で
あることを示しており、両者の関係は一方向的なもの
ではなく相互に対等に関係しあっていることになる。
　そうした関係性に加え、ジェネラリスト・ソーシャ
ルワークの立場から、「利用者とソーシャルワーカー
の協働」という視点を明らかにしたとき、表 1 のよ
うにかかわりの中で訪れる局面とその局面でなされる
契約を介した支援－被支援者関係の変化が現れる。
表 1　被支援者との関係の変化（太田、2009 年、p92
の一部を抜粋、改変）
局面 契約
対話 関係性への契約
アセスメントへの契約
発見 受容への契約
開発 終結への契約
　文書の取かわしが常になされるとは限らなくとも、
双方の意思の合致が必要となる「契約」が支援の中で
変化しつつも絶えず出現してくるならば、支援－被支
援関係は双方の意思を確認しながら進められるのであ
り、そのプロセスの中で関係の強さはラポール形成と
いう形でも認識されるものであろう。その意味では最
後にある「終結」は相互に「もはや支援という関係を
必要としない」状況を確認できることを示すのであり、
ラポール形成・相互理解が成熟しているが故に可能と
言えるかもしれない。このプロセスは被支援者の方か
らは、「契約をとおして、利用者自身が自らのなかに
潜在する生活をコントロールする力やコンピテンスに
気づきエンパワーできるような機会」（太田、2009 年）
として捉えられる有意義なものである。
　特に、「関係性への契約」は「実践の方向性の決定
へ向けて協働するパートナーとしての関係性を結ぶた
－14－
めの同意」であり、かかわりのはじめになされるもの
であるが、この契約が相互に明示的に行われることに
よってその後の支援の具体的展開につながることから
重要である。寄り添い・伴走型と称される関係の長期
化・深化は具体的な形で表層には出てこないが、その
内実は例えば関係性への契約が端緒となる契約の連鎖
の中に表れている。
　このように支援－被支援関係の深まりはニーズを相
互に確認し、協働していくために必要な過程であり、
関係の各局面でなされる契約により強化充実されるも
のといえよう。この深まった関係が効果を発揮すると
期待されるのは、被支援者の自己決定の場面である。
その支援とはどのような特徴を持つのかについてみて
おく。
５．「自己決定」を支援すること
　素直に「自己決定」を説明するならば、当事者本人
が自分の意思で何かを決めることということになろう
し、そのことへの疑問はほとんどないであろう。そこ
に支援の余地はないようにみえ、またそれゆえ「自己」
という言葉の主体性が生きているともいえる。つま
り、何かの支援が介在するならばもはや自己決定と呼
べるかという問いである。また、そもそも自己決定は
重要な価値基盤であるから不用意に介入するべきでな
く「被介入者（クライエント）の本来的な自由を護る
ための介入（パターナリズム / パターナリスティック
な介入行為）はやむを得ないが、『本来的な自由』の
振幅、すなわちそれを最大公約数的（生命の保護）に
捉えるかにより、そのつど介入の根拠原理と処遇要件
の妥当性を検討する必要がある」との見解もある（樋
澤、2011 年）。
　他方、「自己決定を支援する」ということもまた意
思決定を実現していく場面で、一般的になされてきた
ことである。相談援助の場面では、当事者本人が意思
を表明する結果に繋げていくことは簡単ではないもの
の、なすべきこととみなされてきたところもある。上
述の「自己決定」が「誰の助けも借りずに」を含意す
るならば、自己決定支援は矛盾であると感じられる。
すなわち、支援が入れば自己決定が成立しなくなるの
ではという問いである。
　自己決定の定義やその支援の変遷をたどると一つ
には自立生活運動とのかかわりがみえてくる（沖倉、
2012 年）。反専門職主義からみれば支援とは「決定
への侵害・介入」とみなされることに注意が必要であ
り、そこにある支援の拒絶は当事者の「自己防衛」と
して解されることにもなる。「私たちの決定に干渉し
ないで欲しい」という直言の前に支援は無価値にもま
して害悪としてしか存在しないのか。
　これに対しても沖倉は、「自己決定至上主義」がも
たらす弊害を率直に指摘する。すなわち、自己決定に
重きをおくことで自己決定できる者とそうでない者の
間に能力差を浮き彫りにすることになり、結果、当事
者の権利により当事者を追い詰めることになってい
る。もしこの現状を冷静にみた上で、対応を考えるな
ら、対象や範囲は限定されるとしても、意思決定とそ
の表示が十分でない者に対する支援はなくてはならな
いのではないか。
　ピープルファーストでは「当事者＝本人が前提」で
あったが、知的障がいの場合に、そのような形にはな
らずに、「往々にして親が当事者」とみなされること
があった（寺本、2012 年）。これでは本人不在の意
思決定であり、自己選択に基づく自己決定はない。
　当事者の声は「その場に働く規範や期待を織り込
んで発せられるもの」というとらえ方もある（星加、
2012 年）。コミュニケーションの中では相手や聴衆
の期待に応えるために好ましいであろう回答内容を推
し量って表明することがある。そのこと自体は自然な
ことであるが、要支援者の語りの場面では周囲の期待
が過大になり、本人は違和感を伴いながらも自らの語
りとすることがある。このことは「（他者からの期待
といった）輪郭付られたニーズを持った主体」として
の当事者を作りあげることと関連している。支援者は
この点で、気づかないうちに、あるべき被支援者像を
作りあげている可能性がある。さらに支援者が専門性
を伴う場合には「体系的な知識と信念」を伴ってかか
わるために、当事者の任意性はせいぜい専門家が構築
した支援の枠組みの中で、つまり専門家の制御の範囲
で示されるのではないかということが指摘される。
　判断能力が不十分である場合にその当事者の権利擁
護の観点から行う後見等業務に関しては、認知症者の
増加から市民後見人を養成する環境づくりが法制度面
からも進められているが、これは知的障がいや精神障
がいのある当事者の権利擁護としても機能することが
期待されている。現在は家庭裁判所による審判では判
断能力が著しく不十分とされる「後見」の場合が圧倒
的に多いが、より程度の軽い「保佐」「補助」の場合
を考えていくならば、当事者の声をしっかりと受け止
めながら慎重に本人意思を定めていくことが必要とい
えよう。
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６．自己決定と責任
　自己決定に焦点を当てるとき、判断能力の不十分さ
を問題として、権利擁護の観点からその支援を考える
ことがあるが、「個々の生活状況への配慮が抜け落ち
た」ものにならないかという点への危惧がある（太田、
2009 年）。選挙権に関わる問題では、公職選挙法第
11 条が被後見人の選挙権・被選挙権を認めないこと
に関し裁判になっているが、被告の国側の主張には「能
力のない人が参加すると選挙の公正が害される」とす
るものが含まれた（福祉新聞、3 月 25 日号）。財産
管理に関わる能力と選挙において公正に投票する能力
が同じように扱われ、一括りに判断能力の不足とみな
して選挙に参加させないことは、後見類型が相当程度
の判断能力不足であることを前提としても、個別具体
的な対応を目指していないといえ、配慮が足りないと
言わざるを得ない（それは選挙において独自に判断能
力を測る制度を持たずに、成年後見制度を「借用」し
ていることが一つの証左である）。
　「人びとがその環境と相互に影響し合う接点に介入」
するソーシャルワークでは被支援者の生活実態を注視
することは不可欠であり、「自己決定に向けての素地
をどう整えるか」が課題である。すなわち、本人によ
る自己決定を最大限認めていくことが前提で、その支
援は側面的なものになる。
　一方で、自己決定を自分のものとすることは、同時
にそれに伴う責任を引き受けることをも意味する。自
己決定とその責任は一体であり、場合によっては本人
に不安や戸惑いが生じることにも対応できるような支
えが必要になる。「本人の自己決定＝本人の責任」と
して専門職が自身の責任性を回避するような言動をす
ることは許されない（太田、2009 年）が、本人がよ
りよく自己決定し責任を取れるような支援と関わり
を、現場でどのように展開するか、専門職の力量が問
われている。
７．寄り添うことの課題－関係を通してみる
共生
　上述のように、自己決定を支えるための援助関係は
多様で、課題が残されているものと言える。本人の意
思を含めるという自然なことが援助関係の中でなされ
るために何が求められるのか。岩間（2008 年）は支
援困難な要支援者とのかかわりについて述べ、その関
係の中にもたらされる「滋養的時空」の役割を指摘し
ている。この「滋養的空間」とは援助関係そのもので
あり、様々なエネルギーを消耗する事態（本人の変化
やその環境の変化への対応）のためのエネルギーの供
給源ととらえられている。つらい状況への理解、変化
していく過程の共有や寄り添いを通した信頼、専門職
としての支援が実質的な要素となっている。この関係
があるとき、自分で決める支えになるばかりでなく、
決定したことがうまくいかなくとも変わらず支えても
らえる安心感につながるということであり、再び決定
することの気力を支えるのである。
　このような関係は、傍らでは「甘えや過保護」を惹
起するものと受け取れるかもしれない。しかしながら、
支援－被支援関係の形成が本人の自己決定や主体性を
引き出す過程である時、それは一方的な依存を許すも
のではなく、密接な相互作用が展開される中に見出さ
れる、本人を中心とした一つの共生の形であるといえ
るのではないか。
　2005 年の日本社会福祉士学会での「日本における
ソーシャルワーク不在」の指摘以降、必要な支援がで
きているか、ソーシャルワークのあり方が問われ、支
援困難な対象者にどのようなかかわりが有効かについ
て問われている。様々な資源に繋がりにくい対象者へ
のアプローチといえばアウトリーチが挙げられるが、
具体的に展開される繋がりの構築の場面では、本人の
語りを丁寧に聴き取り、対応していくナラティヴ・ア
プローチがある（荒井、2008 年）。拒否的・消極的
な要支援者に対する支援の手掛かりとして、「繋がっ
ていかない」要支援者が拒否的であり、消極的である
理由にフォーカスを当てることができるという特徴が
ある。何かのネガティヴな問題を抱えていると感じる
時、その問題を抱え込む中で自身が語るストーリーは
前向きなものになりえない。ナラティヴ・アプローチ
では問題を外在化し、これまでにない捉え方を見出し
て、語りを書き換えていく（リフレーミング）するこ
とにより「オルタナティヴ・ストーリー」を導く。こ
れは、特にソリューション・フォーカスト・アプロー
チといわれるものであり「協働のコンテクストを創造
するための技術」である（安井、2009 年）。そのプ
ロセスは、要支援者は「エンパワーメントされ、新た
な生（人生・生活）の可能性が開ける」ものである。
このような実践の内実が、寄り添いが持つ核心部分を
表すものとするならば、そこには両者が信頼に基づい
てかけがえのない生を展開しているといえる。
　 当 事 者 性 を も う 一 度 考 え て み た と き、Nothing 
about us without us に立ち返ると、この主旨が当事者
不在を問題にしているのであり、意思決定のすべてを
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本人のみが行うことを求めているわけではないことを
確認するに至る。つまり家族を含む支援者が何もせず
にいるという単純なものではなく、当事者とその支援
者が共に決定に参画するということが支援－被支援関
係を形作る重要な要素といえ、重要な意思決定に寄り
添う支援の中に共に生きる形を見出すことにもなると
言えよう。
８．おわりに
　本稿においては、支援と、ニーズと密接な当事者性
について考察した。支援－被支援関係は支援者から被
支援者への一方向のかかわりではなく、相互に欠くべ
からざる関係として展開されること、そしてその中で
こそ当事者の意思・ニーズを確認し尊重していくこと
ができること、それは権利擁護や共に生きていく土壌
を拓くものであると言えよう。
　対人援助の様々な場面で具体的に展開される支援
は、アプローチによって重きを置くところが異なった
り、齟齬があったりもする。しかしながら、これらの
かかわりのなかに「相互作用」という共通点を見出し、
さらに「媒介・過程モデル」（岩間、2000 年）へと
昇華させることを試みる中で、それらの課題にも直面
することになる。今回はその内容を含めることができ
なかったが、今後の課題として追究していく必要があ
る。
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